（様式２）

確　　　認　　　書
令和　　年　　月　　日
埼玉県知事　大野元裕　あて

（名　称）
（代表者）
　令和７年度公立大学法人埼玉県立大学会計監査人の選定申込に当たり、私（当法人）は下記のすべての事項に適合することを確認しました。
記
1. 公認会計士又は監査法人であること。また、公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）の規定により、財務諸表について監査をすることができない者でないこと。
（法第３７条第１項及び第３項第１号）
2. 法人の子法人若しくはその役員から公認会計士若しくは監査法人の業務以外の業務により継続的な報酬を受けている者又はその配偶者でないこと。
（法第３７条第３項第２号）
3. 監査法人でその社員の半数以上が前号に掲げる者でないこと。
（法第３７条第３項第３号）
4. 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
5. 埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号）第９１条の規定により県の一般競争入札に参加させないこととされた者でないこと。
6. 本業務の募集開始日から企画提案書の提出時までの期間に、県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。
7. 国税及び地方税を滞納していない者であること。
8. 民事再生法（平成１１年法律第 ２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立て中、又は再生手続中でないこと。
9. 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条 第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立て中、又は更生手続中でないこと。
10. 本業務の募集開始日から契約相手方の決定までの期間に、県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。
11. 国立大学法人、公立大学法人において会計監査人として監査を実施した実績を有する者であること。
以上
